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0.1 サステナビリティ報告書について

発行時期
当社はサステナビリティ報告書を年1回
公表します（対象期間は前年度）。

l 現行： 2025年6月

l 前回：2024年（社内初版）

l 次回：2026年6月公表予定

区分

本 報 告 書 は 、 2024 年 1 月 ～ 12 月 に お け る Jebsee
Electronicsのサステナビリティ施策と成果を示します。
対象範囲：台湾の事業拠点—安平（新樂工場）および新
営工場。中国の施設は対象外。

2024年より、Jebsee Electronicsは、
環境・社会への取り組みとその成果を
とりまとめた年次のサステナビリティ
報告書を発行します。自動車産業を含
むステークホルダーとの透明性の高い
コミュニケーションを支えるため、本
報告書は当社ウェブサイトで公開いた
します。

連絡先

お問い合わせ・ご意見は、下記までご連絡ください。
サステナビリティ推進部
住所：No. 24-3, Xinle Road, South District, Tainan City
702, Taiwan
電話：+886-6-264-7622
FAX：+886-6-263-8446
ウェブサイト：www. jebsee.com.tw

E-mail：sdd@jebsee.com.tw
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作成および検証の基準

本報告書は、最新のGRIスタンダードおよびSASBスタンダード（EMS／ODM）に準拠して作成していま

す。法的義務ではないものの、Jebseeは透明性の高い開示を自主的に選択し、ステークホルダーからの

フィードバックを通じて継続的改善を推進します。組織境界および算定は国際的に認められた手法に従

い、推計値には注記を付しています。財務数値はNTDで表示し、2024年末の為替レートを適用しまし

た。オペレーションおよび出荷の一部データならびに本報告内容は、Deloitte Taiwanによるアシュアラ

ンスを受けています。

報告書の管理

l責任部門：サステナビリティ推進部。

l体制：経営幹部が指名した部門横断の代表者で構

成。

lプロセス：年末キックオフ → データ収集／原稿作

成／デザイン → ステークホルダー意見を踏まえた

社内レビュー → 取締役会長承認。

lタイムライン：Q2に外部アシュアランスを実施；

前年度報告書は6月に発行。
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 目標 施策

  GHG排出量
↓10%

再生可能エネルギー導入；

工程最適化；省エネ改修。

用水使用量 ↓10%
効率向上；水の再利用／再

循環；工程最適化。

廃棄物 ↓10%
包装材の削減；回収率向

上；分別徹底。

輸送由来の環境

影響 ↓10%
物流の最適化；経路／積載

の効率化；環境負荷低減。

経営の中核としてのサステナビリティ、持続する

価値の創出

2025年サステナビリティ目標

目標達成に向けたアクションプラン

当社の競争力は未来と次世代へのコミットメ

ントに根差しています。技術革新と卓越した

オペレーションを通じ、環境価値の共創を目

指します。

企業成長は環境の健全性と切り離せません。

GHG排出、水使用、廃棄物、物流影響の削減
をロードマップに組み込み、持続的成長への

コミットメントを示します。加速する市場変

化と高まる環境リスクに対応するため、地球

にやさしい取り組みを進め、以下の2025年目
標を設定しました：

2024年の目標達成に向け、ガバナンスとプロ
セスを強化し、全社員が環境スチュワードと

して行動できるよう教育を拡充、ESGを日々
の業務に実装します。サプライヤーと共にグ

リーンで循環型のサプライチェーンを構築

し、環境基準を徹底、カーボンニュートラル

と資源効率の実現へ前進します。データ監視

と透明な開示を強化し、環境教育を広げま

す。サステナビリティは長期の約束です。

IntegrityとInnovationを指針にESGを経営へ落
とし込み、従業員・パートナー・地域社会と

共有価値を創出します。

変化の速い市場と進行する気候下で、当社は革新と環境

責任の姿勢で持続可能な発展を進めます。事業は経済価

値の創出者であると同時に、社会と環境のスチュワード

でもあります。サステナビリティを経営の中核に据える

ことで、世界的な変化の中でも強靭に前進できます。

サステナビリティは宣言ではなく実践です。日々の意思

決定、生産プロセス、資源配分に織り込み、企業と環境

の共生を追求して持続的な価値を生み出します。

Jebsee Electronicsのパートナー各位ならびに当社を大切に
してくださるステークホルダーの皆さまへ。

会長として、本サステナビリティ報告書をお届けしま

す。ここには当社のESGの実践と、中核価値（Integrity
／Diligence／Pragmatism／Innovation）、そして真の成功と
は従業員・社会・環境への便益を含むという私たちの考

えを示しました。

会長からのメッセージ

会長　羅三國 

0.2 経営者のことば
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総経理からのメッセージ

 総経理として、Jebseeのサステナビリティ

戦略をお伝えします。変化の速い市場で

は、競争力は技術だけでなく環境・社会

への責任にもかかっています。グリーン

投資は環境を守り、事業を強化し、業界

全体の持続的成長を後押しします。

 当社はグリーンR&Dへ投資し、自動車業界

のパートナーと連携して環境配慮技術を

前進させ、能力と競争力を高めます。調

達から生産に至る全工程へグリーンの実

践を組み込み、GHG削減、エネルギー効率

の向上、サプライチェーン統治の強化を

進めます。RBAメンバーとして、責任ある

行動、DEI、包摂的な職場、誠実性、公正な

取引、透明性、地域参画を約束します。

バリューチェーンの仲間とともに、低炭

素移行を加速し、エコ素材と循環型ソリ

ューションを拡大、排出削減と製品の環

境性能向上、従業員のウェルビーイング

支援を図ります。
 前進は着実ですが、なお課題は残ります。サステナビ

リティを長期に根づかせるため、次を実行します。

1.ステークホルダー：サプライヤー・顧客・地域社

会との協働を深め、持続可能な価値連鎖を共創す

る。

2.オペレーション：透明性を高め、環境・社会基準

に整合する管理体制を強化しつつ効率を高める。

3.イノベーション：グリーン製品と持続可能技術へ

の投資を一段と拡大し、需要に応え低炭素化を加

速する。

私たちは自らの道に確信を持っています。グリーン技

術を拡大し、価値連鎖のすみずみにサステナビリティ

を行き渡らせ、企業責任の水準をさらに高めます。イ

ノベーションと業務モデ

関 係 各 位 な ら び に ス テ ー

ク ホ ル ダ ー の 皆 さ ま へ ：

総経理　羅凱南

グリーンな未来に向けた戦略

今後の課題と対応

内部管理と業務効率の

最適化

研究開発・イノベーショ

ンへの継続投資

ステークホルダー

連携の深化

この問題に対する3つの主要な対応
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JebseeはRBAメンバーとして、全拠点でRBA行動規範を実装し、主

要サイトで年次SAQ（労務・労働安全衛生・環境・倫理・サプライ

チェーン体制）を完了しています。評価結果をリスク低減と継続的

改善につなげることで、自動車サプライチェーンの先進的な責任基

準を満たし、あるいは上回ることを目指します。

TCFDは2015年に金融安定理事会（FSB）が設置した枠組みで、投資

家・融資機関・保険者に向けた気候関連リスク／機会の一貫した自

発的開示を促します。Jebseeは2024年よりTCFDフレームワークを

採用し、気候ガバナンス、戦略、リスク管理、指標・目標を透明に

開示し、TCFDサポーターとして正式登録しました。

JebseeはISO 14001に整合するEMSを運用し、資源効率の向上、炭

素削減、汚染予防を推進。健康リスク管理、法令順守、継続的改善

を基盤としています。労働安全衛生はISO 4501に準拠し、災害低減

と安全な職場づくり、EHS文化の定着を強化。品質はISO 9001／

IATF 16949のQMSで一貫性と継続的改善を確保。これらを統合した

環境・安全衛生・品質の仕組みがサステナビリティと長期的成果を

支えます。社員の広範な参画のもと、環境・安全・経済価値の「ト

リプルウィン」を目指します。

Responsible Business Alliance(RBA)

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

規格統合型マネジメントシステム

0.3 年次のサステナビリティ成果
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0.4 JBSEEEを知る

私たちは四つの中核価値――誠実・勤勉・実直・革新――を
道標に、社員のウェルビーイングを追求し、社会の進歩に貢
献します。
グローバル・サプライチェーンの一員として気候変動の緊急
性を認識し、行動設計の根拠となる温室効果ガス（GHG）
インベントリに着手しています。ESGへの期待は大企業から
中小企業へも拡大しており、当社は市場・規制の変化に適応
しつつ「グリーン・プロダクティビティ」を前進させ、国際
競争力を強化します。CO₂eフットプリントの計測を、世界
的ESGトレンドに即した継続的改善計画の拠り所とします。
今後は、事業全体でサステナビリティを運用レベルに実装
し、生産・環境・人の調和を図りながら、企業の社会的責任
を確実に果たしていきます。

 1975年、台南で創業したJebseeは、テレビ受信部品から出
発し、この47年間、CATV／SMATVの共同受信システムと車
載用アンテナモジュールに特化してきました。
 当社のデジタル基盤は、受注管理のERP、入出庫を担う自
動倉庫、工程制御のMESまでを網羅。専用治具・治工具を
備えた全自動／半自動設備を導入し、人件費を抑えつつ品質
とスループットを向上させ、スマート製造への移行を加速し
ています。
 RFアンテナおよび通信の深い知見を土台に、ライトハウス
工場（スマート製造のベンチマーク）としての役割をめざ
し、車載コネクティビティ（IoV／V2X）・無線伝送・RF受信
の優先パートナーとして、より良いコネクティビティを通じ
日常生活の価値向上に貢献します。

会社概要
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Ford Q1

New Facility
Taiwan Sinren
ISO  14001 EMS certification
RBA VAP Score 200 ( Platinum recognition

ISO/TS 16949 IATF 16949

ISO 14064-1

 会社設立

FCA Excellent  Supplier IATF 16949
ISO 45001 SMS certification

会社沿革

1975 2006 20162010 20202012/2014 2021

ISO 14001
ISO 27001
ISO 45001
ISO 50001

RBA VAP Score 166 ( Silver recognition )

2022 2023 2024

2015

BMW SPS
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 運営本部 台湾・台南   生産拠点
  

2 

設立 1975/8/4   資本金
  

 新台湾ドル6億3,375万

会長 羅三國   2024年売上高
  

 新台湾ドル14.09億

総経理  羅凱南   2024年　従業員数
  

 484

新楽工場面積：
敷地面積：4,581 m2

建築面積：7,832.92 m2   新仁工場面積：
  

敷地面積：5,280 m2

 建築面積：16,283.7 m2

企業ビジョン

事業拠点
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車載製品 その他民生用電子機器

運用パフォーマンス

当社はアンテナ、アンプ、HDMIスイッチャー、統合型コネクティビティソリューションに
より、コンシューマー市場と自動車市場にサービスを提供しています。

当社はアンテナ、アンプ、HDMIスイッチャー、統合型コネクティビティソリューションに
より、コンシューマー市場と自動車市場にサービスを提供しています。

2024年実績：売上高 NTD 14.09億；粗利率13.26％；純利率2.41％；投資家の皆さまの価値
向上に向けて業績改善を継続します。

売上
総利益率

純利益率
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Jebsee は、すべての製品ラベルが各地域の法令・規制に適合し、顧客ニーズに即した表示となるよう徹

底しています。対外コミュニケーションの適正化に向け、当社は「対外コミュニケーションおよび情報

開示管理ガイドライン」に基づき、開示範囲・スポークスパーソン・審査手順を定め、正確かつ適時適

切な情報開示を行います。公式ウェブサイトにはニュースセンター、企業情報、ESGセクションを設

け、会社の最新動向、財務データ、サステナビリティの取り組みをリアルタイムで更新し、円滑な連絡

のためのお問い合わせ窓口も用意しています。

国際規格マネジメントシステム

国際規格マネジメントシステム

Jebseeは、委員会統括の国際規格システム（IATF 16949、ISO 14001、RBA）を運用し、効率性・顧客

満足・継続的改善を高めています。これらは毎年レビュー／改訂を行い、SGS Taiwanおよび原認証機関

を通じて認証を維持しています。

ニュースセンター ESGセクション企業情報
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外部参画団体 外部参画団体

グリーン・シチズンズ・ア
クション・アライアンス

エターナル・アソシエーシ
ョン

TISDA

D-U-N-S® Registered™ TTIPMA CTPM

HDCP ADOPTER Nurses Association RBA-Online

Statista CPC IPC

HDMI RENEWAL ADOPTER Electrical and Electronic Manufacturers' Association

Jebseeは、最新動

向を把握しパート

ナーシップを築く

とともに、業界全

体のサステナビリ

ティを共に前進さ

せるため、業界団

体や技術アライア

ンスに参画してい

ます。

 D-U-N-S® Registered™は、ダン・アンド・ブラッドスト

リート（D&B）が提供する国際的に認知された企業識別

基準であり、世界の企業に信頼性あるアイデンティティ

を付与します。D&Bによるデータ収集と審査に合格した

企業には固有のD-U-N-S® Number（D-U-N-S番号）が付

与され、グローバルデータベースに登録されます。これ

により国際的な身元が確立され、透明性・信用力・市場

での可視性が高まります。

 

 Jebsee は権威あるD-U-N-S® Registered™認証を取得して

おり、自社ウェブサイトや各種ビジネス文書に表示可能

な電子シールが付与されています。これはコーポレート

ガバナンス、財務の安定性、事業運営の優秀性を示すも

ので、当社の法人格を裏づけるとともに、潜在的な提携

先や海外企業、政府機関がJebsee を迅速かつ的確に識

別・信頼できる基盤となります。

 

本認証は、当社の新規市場参入力やパートナーシップ構

築力、国際的ステークホルダーからの信認を高め、競争

力とグローバルでの影響力を一層強化します。これによ

り、世界市場における当社のリーディングポジションが

一段と確固たるものとなります。

l  D-U-N-S® Registered™
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JebseeはAppleのMFi認証を取得し、ライセンス付属品に求められる技術要件と品質要件への適合が確認さ
れています。
適用範囲・サポート：Apple独自技術（例：Lightning）の正規利用と技術サポートへのアクセスが可能。
対象はヘッドホン端子系アクセサリ、Lightningインターフェース、AirPlay等。合格率は約2％で、当社の
エンジニアリングの厳格さを示します。

マテリアリティ評価は、リスク特定と報告品質の土台です。Jebseeは中核事業に注力し、実務的な戦略と
着実な成長のもと、ステークホルダーとの開かれた対話を維持します。2024年はGRI 3に基づき、4段階の
プロセスで開示すべき重要課題を特定・定義し、その示唆を経営・運営戦略へ反映しました。

当社はR&Dを通じて政府主導のイノベーションを支
援し、社員の技能向上研修を実施、雇用安定のため
労働部（Ministry of Labor）の採用施策にも参画
しています。以下に2024年の補助金サマリーを示
します。

コミットメント：継続的なイノベーション
と品質向上により、グローバル競争力を高
め、優れたユーザー体験を提供します。

l  MIF ライセンス

l  MIF ライセンス

l  MIF ライセンス

労働部 労働
力発展署 雲
嘉南分署

24
大学卒業者プレハ

イア・プログラム

—OJT補助
政府の補助金

6,600

産業クラスター・サプ

ライチェーン向けAIア
プリケーション＆デジ

タルストリーミング

政府の補助金

12ワーク・ライフ・

バランス補助制度
政府の補助金 6,636合計

補助項目 補助機関 プロジェクト
金額（NTD、
千元）

経済部 産業
発展署

バリューチェーン全体の
活動を深掘り分析し、上
流・下流のパートナー関
係を明確化、関連するサ
ステナビリティ課題を抽出
し、主要ステークホルダ
ーとその核心的関心事を
正確に把握します。

バリューチェーンの全活
動を体系的にレビュー
し、実際および潜在的な
影響を洗い出します。そ
の際、影響の性質・発生
時期・意図・可逆性など
の要素を考慮します。

経済・環境・社会・人権の
各側面で影響を統合し、正の
影響は範囲と規模で、負の影
響は不可逆性を基準に評価し
ます。潜在的な正負の影響に
ついては発生可能性も勘案し
ます。

全活動の分析結果をサステナ
ビリティ課題として整理し、
正負の影響の大きさとステー
クホルダーの主要関心を軸
に、マテリアリティ評価マト
リクスを作成して優先順位を
定めます。

組織の文脈とステークホ

ルダーを特定する
正負いずれの影響も特

定する

正負いずれの影響の重

要性も評価する

最も重要な影響を優先

づける

エコシステム拡張：Apple WatchやMagSafe向けアクセサリにも参画。安定性と互換性を確保するため、
Apple Accessory Protocol（AAP）に準拠します。

0.5 ステークホルダー対話
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主
要
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

ー
Je
b
se
eに
と
っ
て
の

意
義

関
心
事
項
（
上
位
3

点
）

対
応

所
管

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

管
理

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

頻
度

20
24
年
の
成
果

顧
客

売
上
源
を
超
え
、
顧
客

と
パ
ー
ト
ナ
ー
は
成
長

エ
ン
ジ
ン
。
品
質
・
市

場
適
合
の
製
品
と
専
門

的
サ
ー
ビ
ス
が
満
足
度

と
共
成
長
を
高
め
る
。

◎
顧
客
関
係
管
理
◎
技

術
・

R
&

D
 ◎
情
報
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ

製
品
進
捗
の
定
例
レ
ビ

ュ
ー
、
顧
客
仕
様
に
沿

っ
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
監
査
、

C
S

A
T起
点

の
改
善
で
支
援
品
質
を

維
持
し
、
信
頼
を
深

化
。

営
業
部

◎
顧
客
満
足
度
調
査

◎
顧
客
ア
ン
ケ
ー
ト
／

オ
ン
サ
イ
ト
監
査

 ◎
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
レ
ビ
ュ

ー
会
議

 ◎
顧
客
苦
情

管
理
シ
ス
テ
ム

年
1回
随
時
随
時
随
時

顧
客
満
足
度

9
1％
（
目

標
9

1％
を
達
成
）

従
業
員

従
業
員
は
持
続
的
発
展

の
礎
。
良
好
な
職
場
環

境
と
競
争
力
あ
る
処
遇

で
有
能
で
情
熱
的
な
チ

ー
ム
を
育
成
し
、
卓
越

し
た
成
果
と
企
業
価
値

を
創
出
。

◎
人
材
獲
得
・
定
着

◎
人
材
育
成
・
研
修

◎
人
権

市
場
競
争
力
の
あ
る
給

与
・
強
化
さ
れ
た
報

奨
、
透
明
な
双
方
向
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
経
路
に

よ
り
、
従
業
員
エ
ン
ゲ

ー
ジ
メ
ン
ト
を
向
上
。

人
事
部
／
関
係
部
門

◎
労
使
協
議

 ◎
労
働

安
全
衛
生
会
議

 ◎
福

利
委
員
会

 ◎
歓
迎
会

◎
人
事
考
課
・
評
価

月
1回
月

1回
年

2回
不

定
期
規
程
に
基
づ
き
実

施
達
成

投
資
家
／
株
主

透
明
・
正
確
・
適
時
の

開
示
が
必
要
。
一
貫
し

た
報
告
が
信
頼
を
醸
成

し
、
公
正
な
評
価
を
支

え
る
。

◎
ガ
バ
ナ
ン
ス

 ◎
企

業
倫
理

 ◎
技
術
・

R
&

D

法
令
順
守
と
適
時
・
正

確
な
開
示
に
加
え
、

TC
FD
整
合
の
気
候
開

示
で
リ
ス
ク
と
機
会
を

定
量
化
し
、
競
争
力
あ

る
長
期
発
展
を
牽
引
。

取
締
役

◎
取
締
役
会

年
2回

達
成

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
／
協
力

会
社

重
要
な
パ
ー
ト
ナ
ー
。

効
率
的
管
理
と
明
確
な

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

が
円
滑
な
協
働
と
相
互

利
益
を
実
現
。

◎
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
・
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
管
理

◎
法
令
順
守

 ◎
グ
リ

ー
ン
調
達

R
B

A
手
順
＋
行
動
規

範
・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ

ィ
誓
約
の
署
名
を
要

求
。
年
次

R
B

A
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
監
査
で

Je
b

se
eの
期
待
事
項

を
徹
底
。

調
達
／
品
質
保
証
／

R
B

A
チ
ー
ム

◎
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
評
価

◎
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
監
査

◎
協
力
会
社
評
価

随
時

一
次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の

誓
約
書
署
名
率

8
0
％

超

政
府

政
府
・
規
制
当
局
は
事

業
成
長
の
基
盤
。
良
き

企
業
市
民
と
し
て
法
令

順
守
と
国
家
方
針
と
の

整
合
で
信
頼
と
支
援
を

獲
得
。

◎
労
働
安
全
衛
生

 ◎
水
資
源
管
理

 ◎
温
室

効
果
ガ
ス
管
理

 ◎
エ

ネ
ル
ギ
ー
資
源
管
理

◎
廃
棄
物
管
理

 ◎
大

気
汚
染
防
止

E
IP
ス
マ
ー
ト
法
規
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
で
法
改
正

を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
追
跡

し
、
社
内
規
程
を
更
新

し
て
遵
法
を
確
保
。
加

え
て
、
革
新
・
環
境
・

競
争
力
に
資
す
る

R
&

D
へ
資
金
拠
出
。

人
事
部
／
関
係
部
門

◎
官
公
庁
文
書

 ◎
調

査
 ◎
監
督
セ
ミ
ナ
ー

◎
セ
ミ
ナ
ー
／
会
議

随
時

違
法
行
為
・
重
大
訴
訟

な
し
（

10
0
万

N
TD
超

の
罰
金
や
製
品
訴
訟
は

発
生
せ
ず
）
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主
要
テ
ー
マ

正
の
影
響

負
の
影
響

顧
客
関
係
管
理

顧
客
満
足
度
と
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
の
向
上

顧
客
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
継
続
的
な
投
資
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
が
必
要

職
業
倫
理

誠
実
の
文
化
を
醸
成
し
、
優
秀
人
材
を
惹
き
つ
け
る

厳
格
な
規
律
と
自
律
が
求
め
ら
れ
る

法
令
順
守

法
令
遵
守
を
確
保
し
、
法
的
リ
ス
ク
を
低
減
す
る

規
制
変
更
に
よ
り
運
用
コ
ス
ト
が
増
加
す
る
可
能
性
が
あ
る

ガ
バ
ナ
ン
ス

透
明
性
と
説
明
責
任
を
高
め
、
株
主
の
信
頼
を
向
上
さ
せ
る

事
務
負
担
が
増
し
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
利
益
の
バ
ラ
ン
ス
が

求
め
ら
れ
る

コ
ン
フ
リ
ク
ト
ミ
ネ
ラ
ル

人
権
を
支
持
し
、
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
を
向
上
さ
せ
る

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
厳
格
な
監
査
に
よ
り
管
理
の
複
雑
性
が

増
す

技
術
と
研
究
開
発

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
、
市
場
競
争
力
を
強
化
す
る

R
&
D
コ
ス
ト
が
高
く
、
期
待
収
益
未
達
の
リ
ス
ク
が
あ
る

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
持
続
可
能
な
発
展

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
責
任
を
強
化
し
、
全
体
の
競
争
力
を

高
め
る

管
理
が
複
雑
化
し
、
追
加
リ
ソ
ー
ス
が
必
要
と
な
る

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

企
業
お
よ
び
顧
客
デ
ー
タ
を
保
護
し
、
サ
イ
バ
ー
リ
ス
ク
を

低
減
す
る

技
術
と
教
育
へ
の
継
続
的
投
資
が
必
要
で
あ
る

温
室
効
果
ガ
ス
管
理

環
境
負
荷
を
低
減
し
、
企
業
の
グ
リ
ー
ン
イ
メ
ー
ジ
を
高
め

る
初
期
投
資
が
大
き
く
、
短
期
的
な
経
済
的
回
収
は
見
込
み
に
く

い

安
全
衛
生

従
業
員
の
健
康
を
守
り
、
災
害
を
減
少
さ
せ
る

安
全
設
備
と
訓
練
へ
の
定
期
的
投
資
が
必
要
で
あ
る

社
会
参
画

ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
を
高
め
、
認
知
度
と
企
業
評
判
を
向
上

さ
せ
る

不
適
切
な
社
会
参
画
は
P
R
危
機
を
招
き
、
企
業
イ
メ
ー
ジ
を
損

な
う
恐
れ
が
あ
る
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テ
ー
マ
の
方
向
性

主
要

対
応

詳
細
は
報
告
書
を
ご
参
照
く
だ
さ
い

G
R
I

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

顧
客
関
係

顧
客
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
向
上
計
画
：

 顧
客
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
機
構
を
整
備
し
、
定
期
的
な
満
足
度
調
査
を
実
施

し
、
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ズ
ド
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

2.
4

 顧
客
関
係

4
16

,4
17

,4
18

職
業
倫
理

倫
理
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
：

 倫
理
規
範
を
推
進
し
、

匿
名
通
報
制
度
を
整
備
し
、
定
期
的
に
倫
理
研
修
と
監

査
を
実
施
す
る
。

1.
5 
倫
理
的
な
事
業
慣
行

20
5

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ

ン
ス

透
明
性
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
善
計
画
：

 社
内
意
思
決
定
プ

ロ
セ
ス
を
最
適
化
し
、
取
締
役
会
と
株
主
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
を
強
化
し
、
透
明
性
を
高
め
る
。

1.
4

 コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

20
1,

20
6

環
境
面
の
方
向
性

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
持
続

可
能
な
発
展

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
と
の
協
働
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
目
標
：

共
同
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
目
標
を
設
定
し
、
定
期
的

な
評
価
を
実
施
し
、
研
修
を
提
供
す
る
。

2.
3 
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理

20
4

,3
0

1,
30

2,
30

8
,4

14

技
術
と
研
究
開
発

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
加
速
：

 革
新
的
な
ア
イ
デ
ア
を
グ

リ
ー
ン
製
品
へ
と
具
現
化
す
る
。

2.
1 
グ
リ
ー
ン
製
品

 2
.2

 イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
力

2.
3 
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理

30
2-

5,
4

17

温
室
効
果
ガ
ス
管
理

カ
ー
ボ
ン
削
減
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
：

 省
エ
ネ
改
修
を
実

施
し
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
採
用
し
、
追
跡
可
能

な
削
減
目
標
を
設
定
す
る
。

3.
2 
気
候
変
動

20
1-

2,
30

5

社
会
面
の
方
向
性

労
働
安
全
衛
生
管
理

労
働
安
全
衛
生
推
進
計
画
：

 作
業
環
境
を
改
善
し
、

安
全
衛
生
教
育
を
実
施
し
、
事
故
予
防
措
置
を
講
じ

る
。

4
.5

 労
働
安
全
衛
生
管
理

4
0

3

社
会
参
画

1.
 契
約
栽
培
エ
リ
ア
：

 地
域
の
農
家
と
協
働
し
、

2エ
ー
カ
ー
の
農
地
を
契
約
栽
培
で
開
発
し
て
持
続
可
能
な

農
業
を
支
援
す
る
。

 2
. 生
息
地
回
復
：

 在
来
種
の
植

栽
と
外
来
種
の
除
去
に
よ
り
損
傷
し
た
生
態
域
の
回
復

に
取
り
組
み
、
自
然
の
生
態
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
戻
す
。

5 
社
会
参
画

20
3
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項
目

管
理

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
指
標

達
成
状
況

 2
0

24
見
込
み

S
D

G
sと
の
連
携

目
標

達
成
状
況

短
期
目
標

（
20

25
）

中
期
目
標

（
20

28
）

長
期
目
標

（
20

31
）

C
o

rp
o

ra
te

 G
o

ve
rn

an
ce

顧
客
関
係

顧
客
満
足
度
（
％
）

9
1%

9
1.

4
0

%
9

1%
9

1%
9

1%

職
業
倫
理

倫
理
遵
守
研
修
の
受
講
率
（
％
）

9
0

%
9

5%
9

0
%

9
2%

9
5%

倫
理
に
関
す
る
従
業
員
満
足
度

（
％
）

≥9
0

%
9

6
%

≥9
0

%
9

2%
9

5%

法
令
順
守

違
反
件
数

0
3

0
0

0

法
令
研
修
の
修
了
率
（
％
）

9
0

%
10

0
%

9
0

%
9

2%
9

5%

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ

バ
ナ
ン
ス

取
締
役
会
の
独
立
性
比
率
（
％
）

≥5
0

%
A

ch
ie

ve
m

en
t

≥5
0

%
≥5

0
%

≥5
0

%

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト
件

数
0
次

To
ta

l:1
 t

im
e

N
et

w
o

rk
 o

u
ta

ge
：

1
ti

m
e

0
次

0
0

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
修
の
受
講

率
（
％
）

9
0

%
9

8
%

9
0

%
9

5%
9

9
%

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
訓
練
実

施
回
数
（
回
）

O
n

ce
 a

 y
ea

r
O

n
ce

 a
 y

ea
r

O
n

ce
 a

 y
ea

r
O

n
ce

 a
ye

ar
O

n
ce

 a
ye

ar

IS
T導
入
率
（
％
）

9
5%

10
0

%
9

5%
9

9
%

9
9

%
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項
目

管
理

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
指
標

達
成
状
況

 2
0

24
見
込
み

S
D

G
sと
の
連
携

目
標

達
成
状
況

短
期
目
標

（
20

25
）

中
期
目
標

（
20

28
）

長
期
目
標

（
20

31
）

E
n

vi
ro

n
m

en
ta

l o
ri

en
ta

ti
o

技
術
と
研
究
開
発

新
製
品
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
件
）

4
8

30
4

8
50

50

売
上
高
に
占
め
る
研
究
開
発
費
比

率
（
％
）

≥2
%

A
ch

ie
ve

m
en

t
≥2

%
≥2

%
≥2

%

特
許
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

4
0

4
4

4

コ
ン
フ
リ
ク
ト
ミ

ネ
ラ
ル

コ
ン
フ
リ
ク
ト
フ
リ
ー
な
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
・
パ
ー
ト
ナ
ー
比
率

（
％
）

8
0

%
8

8
%

8
0

%
8

0
%

8
0

%

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の

持
続
可
能
な
発
展

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
比
率

30
%

33
%

30
%

30
%

30
%

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
開
発
の
協
働
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

2 
p

ro
je

ct
s 

/ 
Y

A
ch

ie
ve

m
en

t
2 

p
ro

je
ct

s 
/ 

Y
2 

p
ro

je
ct

s
/ 

Y
2 

p
ro

je
ct

s
/ 

Y

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
リ
ス
ク
事

象
（
回
）

0
0

0
0

0

化
学
物
質
管
理

構
内
化
学
物
質
の

10
0
％
特
定
・

台
帳
管
理

2 
ti

m
es

 /
 Y

A
ch

ie
ve

m
en

t
2 

ti
m

es
 /

 Y
2 

ti
m

es
 /

Y
2 

ti
m

es
 /

 Y

環
境
管
理

重
大
な
環
境
イ
ン
シ
デ
ン
ト
（
件
）

0
A

ch
ie

ve
m

en
t

0
0

0

温
室
効
果
ガ
ス
管

理
G

H
G
排
出
量

↓1
0

%
5%

↓1
0

%
↓1

0
%

↓1
0

%

社
会
面
の
方
向
性

労
働
安
全
衛
生
管

理

労
働
災
害
件
数

0
0

0
0

0

労
働
性
疾
病
の
発
生
件
数

0
0

0
0

0

S
af

et
y 

Tr
ai

n
in

g(
%

)
10

0
%

10
0

%
10

0
%

10
0

%
10

0
%

社
会
参
画

生
態
系
の
回
復

0
.1

9
 h

a 
(2

fe
n

)
0

.1
9

 h
a 

(2
 f

en
)

0
.1

9
 h

a 
(2

 f
en

)
0

.3
8

 h
a 

(4
fe

n
)

0
.3

8
 h

a 
(4

fe
n

)

22



01 サステ‌
ナビリティ‌
価値‌

1.1

1.5

サステナビリティ実績 1.4
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サステナビリティガバナンス

1.2 サステナビリティ戦略

23



1.1 サステナビリティ実績

1.2 サステナビリティ戦略

²取締役は6名（うち独立取締役2

名、女性2名）

平均研修時間は、取締役1人あたり

8.2時間

²ハイリスクに分類された管理職・

従業員は、誠実性自己評価を完了

²完了率100％

²情報セキュリティ演習を1回実施.

コーポレート 倫理的な事業慣行 リスク管理

サステナビリティ推進委員会

本委員会：総経理・CEO＋各機能部門長
（ESGの最上位意思決定機関）
WG：E／S／G分科会が目標設定・実行・
開示を担う

運営：月次開催。サステナビリティ推進部

が事務局として取りまとめ

取締役会（2024年以降）：総経理・CEOが
進捗およびステークホルダー対応の成果を

報告

2月 
サステナビリテ

ィ委員会を発足

し、トップダウ

ンと部門横断の

連携でESGを推
進

1月 
E／S／G各チームを編成
し、専門アドバイザーを

起用、ESGガバナンス強
化に向けサステナビリテ

ィ推進部の人員を増強

サステナビリティへのコミ

ットメント

パートナーシップ：サプ

ライチェーンでの協働；

法令および顧客要件の順

守（環境／経済／人材）

CSR：サステナビリティ
と人権の尊重

継続的改善：グローバル

トレンドおよび台湾証券

取引所（TWSE）の要請
に沿って方針を更新

2023

2024

2021
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戦略

サステナビリティ推進委員会

実効性あるガバナンスと倫理

体制を確立し、コーポレート

ガバナンスを強化する

持続可能な環境のために、環

境・気候アクションプランを

策定し実行する

コーポレート サステナブル環境

人権、職場の安全・衛生、社

会福祉を推進する

社会的責任

1 2 3

サステナブル製品、CSR、ガバナンスを事業運営と意思決定に織り込み、サステナビリティ競争力を強化す

る。

1.3 サステナビリティガバナンス

取締役会長

執行責任者

社会インパク
ト委員会 委員

長

サステナブル
環境チームリ
ーダー

コーポレートガ
バナンス・チー
ムリーダー

羅凱南
総経理室 総経理

湯元佑
サステナビリティ推
進部 マネージャー

王智美
従業員福利委員会
主任委員

羅仲堯
サプライチェ
ーンセンター
副総経理

王智美
運営管理処
副総経理

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ ガ バ ナ
ン ス の 組 織 体 制
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戦略

JebseeはRBA行動規範を全社的コンプライアンス枠組みで実装しています。台湾拠点ではRBA委員会が順守を

担保し、本社の管理代表者がCEOへ報告、年次のRBA監査サマリーを取締役会に上程します。

重要課題や大型支出は取締役会で審議します。委員会はEHS（環境・安全衛生）／労務／倫理／マネジメント

システムの各機能代表で構成し、年次レビューでリスクを評価しKPIを設定・追跡。監査員を育成し社内監査を

運用、RBA VAP（Validated Assessment Program）を受審します。

全従業員が年次のRBA研修を受講し、新入社員はRBAのeラーニングを修了します。規制および顧客要件への適

合を確保するため、継続的に研修を実施します。.
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委員会 監査委員会 給与・報酬委員会

構成

独立取締役のみで構成し、

委員のうち少なくとも1名
は会計または財務の専門性

を有する。現在は4名、任
期3年、再任可。

独立取締役4名で構成。委

員は会長またはCEOとの利

益相反を回避し、必要に応
じて関係者が陪席する。

主な職責

内部統制、財務報告、重要

な財務取引を四半期ごとに
審査し、監督とリスク管理

を確保。取締役会の財務信
頼性向上を支援する。

取締役および経営陣の報酬
方針と業績を設定・評価

し、報酬を決定する。

実施状況（2024）
半期ごとに少なくとも1回
開催。2024年は計4回開催

し、平均出席率は100％。

年2回以上開催し、重要案

件は随時開催。2024年は2
回開催し、平均出席率は

100％。

1.4 コーポレートガバナンス

開示 メカニズム

透明性 サステナビリテ
ィ

コーポレート
ガバナンスポ
リシー

ガバナンスを最適化し、

法令順守を確保、株主を

保護し、ステークホルダ

ーと関与する

社会・環境への責務を果た

しつつ、株主価値を創出す

る

財務・年次・サステナビリテ

ィ報告を定期的に開示する

監査／報酬／リスク各委員

会、内部統制とリスク体制、

自己評価＋第三者レビュー
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取締役会の多様な構成

専門性 経営者兼任の制限

兼任会社経営者である取締役が、取締役議席数の3分の1を超えないこと。

女性取締役の登用

女性取締役を少なくとも1名配置すること。

異業種からの増員

多様な視点を確保するため、異業種からの取締役を増員すること。

社外取締役の比率

社外取締役の議席数が法令の規定を上回ること。
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当社は現時点の規模に鑑み、TWSE／TPExの継続教育ガイドラインは未採用ですが、2023年以降は外部コンサ

ルタントおよび法律事務所による取締役研修を実施し、1名当たり平均8.2時間を提供しています。研修記録は

E-learningシステムで閲覧可能です。

取締役会の実効性評価

取締役会の実効
性評価

方法

取締役会（委員会を含
む）

期間

個別（自己評価）

 結果の活用2023年の結果

正式な「取締役会実
効性評価要領」に基
づき、取締役会・機
能委員会・個別取締
役を毎年評価。

経営への参画度、意
思決定の質、職責の
明確性、構成・体
制、継続的学習、内
部統制。

毎年1月1日〜12月
31日。翌年第1四半
期に取締役会へ報告
し、年次報告書で開
示。

責任意識、意思決
定・業務への参画、
コミュニケーション
／チームワーク、専
門性の向上、内部統
制への貢献。

取締役会機能の強
化、報酬アレンジ、
取締役の指名・再任
判断の重要な根拠と
して活用。

対象と内容
取締役会および各機
能委員会は「基準超
え」と評価。2024
年に承認。

報告／開示

第1四半期に取締役
会へ結果を報告。前
年の方法・実施状
況・結果を年次報告
書に開示。
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Jebseeの報酬方針

従業員報酬
市場水準および消費者物価指数（CPI）の動向に応じて定期的な見直しを行う固定給と、業績

および利益分配に連動して調整される報酬で構成。

上級経営陣報酬

✅経営陣の報酬は、事業パフォーマンス、リスクおよび業界動向に連動した変動報酬と固定

報酬の組み合わせとする。

✅ 間接管理職の賃金／基本給比率：2.42％。

報酬見直しプロセス
人事部門は外部コンサルタントと連携し、競争力および法令順守を確保するため、報酬方針

を定期的にレビューし、必要に応じて調整する。

柔軟な報酬構造
従業員・株主・会社の利害のバランスを図り、競争力のある固定給と業績連動型の変動報酬

を組み合わせ、経営陣が承認した年間KPIに基づいて設計。

報酬の公平性

✅経営陣の総報酬は、妥当な分配となるよう水準を調整する。

✅経営陣の総報酬＝他の従業員の中央値の0.19倍。

2024年度賃金比率に関する注記

経営陣の年間報酬と従業員

中央値との比率
0.39

勤続1年未満の従業員は除外し、平均額には各種手当およびボーナスを含む。

Jebsee社の利益相反管理方針

法令遵守
Jebsee社は公開会社ではないが、公正で透明性の高いコーポレートガバナンスを確保するため、証券取引法第
16条を遵守している。

利益相反の開示と取扱

い

開示義務

取締役は、取締役会において議案に関連する利益相反がある場合にはこれ
を開示し、会社の利益が損なわれるおそれがあるときには、当該議案の審
議および決議から退席しなければならない。

除斥および議決権代理の制限
利益相反のある取締役は、関連する議案について発言や議決を行うことは
できず、他者に議決権行使を委任することも認められない。

関連当事者
配偶者、直系血族および支配・関連会社等は、取締役と同一の利害関係を
有する関連当事者とみなす。

管理目的

公正性と透明性の確保
すべての利益相反事案を報告・記録し、意思決定プロセスの透明性を維持
する。

会社利益の保護
個人または関連当事者の利益が取締役会の判断に影響を与えないよう防止
し、株主および会社の利益を保護する。

報酬方針

利益相反

健全な報酬制度は従業員を守り、チームを鼓舞し、持続的な成長を牽引する。

厳格な利益相反管理の枠組みにより、公正で透明性の高い取締役会を維持し、長期的かつ安定した成長を支え

ている。
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内部統制システム

適用される法令に準拠して内部統制システムを運用

し、取締役会に直属する独立した会計室が、内部統制

手続の有効性および実施状況を監督している。

JEBSEE社における内部統制・監査メカニズム

01 02 03
取締役会に直接報告
する独立した会計室
を設置し、内部統制
の監督を担当すると
ともに、年間監査計
画を実行し、内部統
制システムの有効性
を継続的に確保して
いる。

リスクに基づく監
査計画を策定し取
締役会の承認を経
て実施するほか、
必要に応じて特別
監査を行い、潜在
的なリスクを把握
し是正する体制を
整えている。

独立した会計室 リスク管理および監
査

報告およびコミュ
ニケーション

会計室の主管は、内部統
制上の欠陥や重要な監査
結果について、経営陣・
取締役会・監査委員会に
対して定期的に報告し、
必要な改善措置を提言し
ている。また、監査報告
書は翌月末までに提出さ
れ、関係機関による審査
に付されている。

1.5 倫理的な事業慣行

重大な違法訴訟件数：0件

当社は誠実さを基盤として倫理行動規範を運用し、「誠実・責任・公正・チームワーク・品質・イノベ

ーション」というコアバリューを企業文化全体に根付かせている。

2024年には、社外弁護士を招き、台湾拠点の経営

トップから現場の監督者に至るまでを対象とし

て、誠信および反腐敗に関する研修を実施した。

当社の「反腐敗・不正利得防止方針」では、匿名

での通報制度、秘密保持された文書化調査、是正

措置および報復禁止の保護を規定しており、コン

プライアンス状況を継続的に監視し、判明した事

項には迅速に対応することで、責任ある企業行動

を堅持している。
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デュー・ディリジェンス

研修・周知活動

当社は誠信方針を厳格に運用しており、取締役、上級経営陣および第一線
管理職の100％が誠信遵守の誓約書に署名している。また、すべての新入
社員と主要サプライヤーは行動規範に署名しており、2024年に入社した全
ての従業員は、不正な利益を供与せず、また受領しないことを誓約した。

当社の「反腐敗・不正利得防止方針」では、匿名での通報制度、秘密保持
の下で文書化された調査、是正措置のフォローアップおよび報復禁止の保
護を定め、倫理的な企業行動の維持を図っている。

当社は、公正で透明性の高い事業環境の実現と、会社およびステークホルダーの権利保護を約束してお
り、そのために以下の原則に基づいて取り組みを進めている。

01

02

03

サプライヤー

サプライヤーとの契約

従業員の基準

賄賂、汚職、詐欺、恐喝および横領を一切容認し
ないゼロトレランス方針を徹底している。

不正な取引行為を契約上明確に禁止し、賄賂や不当な影響
力の行使を認めない旨を条項として盛り込んでいる。

新入社員は法令遵守を徹底するため、行動規範への署名
が義務付けられている。
サプライヤーや顧客からの贈答品、特別な便宜や接待を
求めること、また受け取ることを禁止している。
不誠実な取引先との関係を持たず、利益相反および個人
的な不当利得を回避することを求めている。

Jebsee—事業における誠信
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内部通報制度

通報のために必要な関連資料を準備

する

3日以内に特別調査委員会を設置す
る

調査を実施する

通報内容が正しいかどうかを検

する

総経理および関係部門の主管に報告

し、期限を定めて改善を要請する

腐敗および職務上の不正行為の事実

を把握する

監査室へ提出する 具体的な証拠が

ない場合

確認の結果、問題がな

と判断された場合

奨励金 完了

2023年には、個人の誠信に関する通報は合計0件であり、法令違反事案も発生しなかった

通報を受理不可

と判断する

「腐敗および職務上の不

正行為の通報措置」フロ

ーチャート

Jebseeは、すべてのステークホルダーが従業員の不正行為等について匿名または実名で通報できるよう、

公開の内部通報用メールボックス（http://www.jebsee.com.tw/contact/）を設置している。通報の受

理および調査には正式な手続きを定め、担当部署を明確にしたうえで守秘義務を課し、通報者の雇用上の

権利を保護するために厳格な報復禁止を徹底している。専任の「誠信調査室」が事案ごとに調査チームを

招集し、通報案件の調査を行っており、そのプロセスと基本原則は以下のとおり定められている。
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内部通報プロセスおよび原則の概要

1 ) 通報受付：
社内外のステークホルダーからの通報を、
公開された通報用メールボックスを通じて

受け付ける。

2 ) 守秘義務：
通報案件を取り扱うすべての担当者は、通
報者の身元および関連情報を厳格に保護し

なければならない。

3 ) 報復禁止：
通報者に対していかなる不利益な取扱いも
行わず、その権利を確実に保護する。

4 ) 案件処理：
タスクチームが通報案件を受理して調査を

実施し、公正かつ効率的な処理を図る。

5 ) 
フィードバックと制度

運用：

通報者に進捗および結果を適宜フィードバ
ックするとともに、報復禁止を前提とした
内部通報制度を継続的に維持・強化する。

当社は公正な競争法を遵守し、不公正

な取引や独占的な商慣行を禁止してお

り、2024年には違反事例は発生してい

ない。さらに、企業としての政治的中

立性を維持し、従業員の市民としての

社会参加を尊重する一方で、会社とし

ての選挙活動および政治献金を禁止し

ており、2024年にはこれらに関する支

出は一切行っていない。

当社は公正な競争法を遵守し、不公正

な取引や独占的な商慣行を禁止してお

り、2024年には違反事例は発生してい

ない。さらに、企業としての政治的中

立性を維持し、従業員の市民としての

社会参加を尊重する一方で、会社とし

ての選挙活動および政治献金を禁止し

ており、2024年にはこれらに関する支

出は一切行っていない。

反競争防止・独占禁止
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Jebsee’s — コンプライアンス管理と社会的責任

コンプライアンス管理

2021年に導入したEIPプラットフォームを通じて、法規制の最新情
報をリアルタイムで把握し、コンプライアンス体制を強化してい
る。

環境・安全衛生（EHS）基準が最新の法的要件と整合するよう、関
連規制の動向を継続的にトラッキングしている。

サプライチェーンと労働安全衛
生

サプライヤーに対し、関連法令の遵守とあわせて、ISO 14001（環
境）およびISO 45001（労働安全衛生）への適合を求めている。

事業運営上のリスクを低減し、従業員の健康と安全を保護すること
を目指している。

コンプライアンスおよびリスク
管理

2024年のコンプライアンス状況として、法令違反および重大な訴訟
案件は発生していない。

法令に則った倫理的な意思決定を徹底するため、内部統制およびコ
ンプライアンス体制の強化を継続的に進めている。

法令遵守

リスク管理・統制

当社は、従業員・経営陣および取締役会のすべての階層において法令遵守を徹底し、環境保護、労働安全
衛生（OHS）、反腐敗および公正な競争に関する各種方針を継続的に見直し・更新している。

当社は、経営管理体制および内部統制を通じて事業リスクを管理し、リ
スクの識別・予防・低減・移転に取り組んでいる。各事業部門および機
能部門が連携してリスク管理を進め、上級経営陣はマクロ環境・業界動
向、技術、マーケット、サプライチェーンおよび社内要因について毎週
レビューを行い、脅威と機会を評価している。重要なリスクが顕在化し
た場合には、対応方針や施策を機動的に見直し、調整を行う。

当社は、統制および対応能力の一層の強化を進めるとともに、サプライ
ヤーとの協働を通じてレジリエンスの向上に取り組んでいる。財務・業
務上のリスクおよびサステナビリティ戦略の詳細については、第3.2節
「気候変動」を参照されたい。

当社は、従業員・経営陣および取締役会のすべての階層において法令遵守を徹底し、環境保護、労働安全
衛生（OHS）、反腐敗および公正な競争に関する各種方針を継続的に見直し・更新している。
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財務リスク

当社は研究開発・製造・販売に経営資源を集中し、高リス

クまたはレバレッジの高い投資を回避している。資本配分

はリスク評価を経て決定し、銀行借入金利についても定期

的な見直しを行っている。

Jebseeにおける金利・為替・インフレリスクへの対応

策：

売上高の95％および大部分
の原材料調達が米ドル建てで
あるため、為替エクスポージ
ャーの多くは自然ヘッジされ
ている。残余の為替リスクに
ついては、市場動向を踏まえ
て新台湾ドル（NTD）へ適
宜転換している。

為替管理：

リ
ス
ク
対
応
策

為替ヘッジ

の強化

資本計画

ヘッジ管理

外貨建ての入金と出金をマッチ

させることで、為替レート変動

の影響を抑制する。

事業計画および資金ニーズに基

づき、資本配分と借入コストを

最適化する。

自社のリスク管理枠組みの範囲

内で、必要に応じてデリバティ

ブなどの金融派生商品を活用

し、市場変動リスクを軽減す

る。

財務面の詳細については、「Operational Performance（事業パフォーマンス）」セクションを参照された

い。

オペレーショナルリスク

当社は、法令の完全な遵守と透明性の

高い情報開示を徹底し、規制変更に応

じて統制を適宜見直している。また、

エコデザインや地域社会への貢献活動

を推進しつつ、投資家との定期的なコ

ミュニケーションを維持している。

当社は、新たな材料・技術・設備を積

極 的 に 取 り 入 れ る こ と で 、 品 質 ・ 納

期・コストの改善を図っている。さら

に、規律あるコスト管理とリスク管理

を組み合わせることにより、レジリエ

ンスの高い将来志向の事業運営を実現

している。

コンプライアンスとサステナビリティ 継続的なイノベーションと事業マネジ
メント
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市場リスク

事業マネジメント

当社は、グローバルな環境変化およびバリューチェーンの変動を継続的にモニタリングし、サステナビリ

ティおよびマーケティング部門がトレンドや規制動向を精査してコンプライアンスを確保している。各事

業部門は、リアルタイム分析とサプライチェーンとの連携を活用して迅速に環境変化へ対応し、その影響

を緩和しつつ、レジリエントな成長を持続させている。

当社は、損失を最小限に抑え、人命を守り、事業継続を確保するため、迅速なインシデント対応の標準手

順を整備・運用している。2024年には、XinrenおよびXinleにおいて、自然災害および人為的事象のいず

れによる損失も発生しなかった。

 これらの管理策により、事業継続性とレジリエンス、そして競争力が維持・強化されている。

緊急対応およびリスク

管理

サプライチェーンのレ

ジリエンス

人材の継続性

1.方針整備；本社およびXinrenでの
ISO/IEC 27001認証取得（2024年）。

2.年次監査／リスクおよび影響レビューと
DR（災害復旧）訓練の実施。

3.年次の脆弱性診断および日次のウイルスス
キャン。

4.研究開発データの暗号化。
5.サプライヤーとの秘密保持契約（NDA）。

1. l資材・原材料の状況を毎日モニタリング。
2. l安全在庫（セーフティストック）の確保。
3.セカンド／デュアルソーシングの採用。

1. l従業員に対する法的保護の確保。
2. l隔年での事業中断想定訓練の実施。
3. l大学との連携・パートナーシップ。
4.継続的な教育訓練と人材定着施策。

1. lシナリオ別の行動を組み込んだ対応体制の整備。
2. l必要物資の備蓄。
3.従業員への教育・啓発。

情報セキュリティ

感染症への備え
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2.1 グリーン製品

当社は環境負荷の低い通信製品を開
発しており、含有物質の制限、リサ
イクル可能な素材の採用、省エネル
ギーかつ分解しやすい設計、さらに
は包装材の削減を通じて、製品ライ
フサイクル全体での環境影響の低減
に取り組んでいる。

有害物質を含まず、低公害でリサイ
クル可能な製品を提供することで、
当社のサステナビリティへのコミッ
トメントに沿ったものづくりを実現
していくことを目指している。

🔹品質保証および管理

当社は厳格な管理体制により、製品品質の
確保に取り組んでいる。

✅

✅

✅

監査：QMSおよび関連文書の正確性を担
保するため、内部監査・外部監査を実施
している。

設備・試験室：試験結果の信頼性を維持
するため、設備および試験機器の定期的
な保守・校正を行っている。

顧客フィードバック：不具合の根本原因
を分析し、是正措置を実施するととも
に、迅速かつ透明性の高い回答を行って
いる。

事業マネジメント

グリーン設計

グリーンプロセ
ス

グリーン調達

グリーン包装

グリーン輸送 グリーンサーキュ

ラリティ

規制・禁止物質管理
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再生材および再生可能素材

グリーン製品設計と環境配慮の取り組み
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省エネルギー性能とエコデザイン

当社は、材料・プロセスから市場での使用段階に至るまで、バリューチ

ェーン全体での脱炭素化を推進している。

高効率かつ再生可能エネルギー対応の製品を開発し、製品ライフサ

イクル全体のカーボンフットプリント低減を図っている。

再生材比率の向上、材料廃棄の削減、部品の再利用を通じて循環性

を高め、環境負荷および排出量の削減を進めている。

✅ 

✅

当社は「エネルギー使用製品向けエコデザイン仕様書」に基づ

き、化学物質、エネルギー効率、リサイクル性などを考慮した

LCA（ライフサイクルアセスメント）を通じて製品開発を行って

いる。これにより、含有物質制限や省エネ基準、リサイクル設計

要件を満たすとともに、サプライヤー部品についてもErP指令と整

合させている。

エコデザイン

教育およびサプライチェーン

イノベーションおよび知的財産管理

当社はGPMプラットフォームを通じて規制物質基準を公開し、グリーン製品への適合を徹底している。

社内研修：グリーン製品

への理解と意識向上を目

的に、累計60時間の社内

教育を実施している。

サプライヤー管理：会議

やガイダンス、支援活動

を通じて適合部品の採用

拡大を図っており、GPM

採用率は98％に達してい

る。

✅ 

✅

技術的な競争力を維持するため、当社は次のような複数の管理施策を実施している。

標準化された開発：製品開発手順を整備し、コンセプ

ト立案から市場投入までのプロセスを最適化してい

る。

行動規範：従業員の行動を、当社の価値観および倫理

基準と一致させるよう定めている。

機密保持：全社的なMNDA（相互秘密保持契約）によ

り、顧客情報および企業情報を保護している。

インセンティブ：提案・イノベーション制度を通じ

て、改善提案や特許出願、研究開発活動を積極的に促

進している。

✅ 

✅ 

✅

✅

当社は、原材料の選定から製品ライフサイク

ル終端での回収に至るまで循環型の考え方を

組み込み、SDGs 9と整合させることで、環境

面および経済面のサステナビリティを高め、

廃棄物と汚染を削減しつつ、市場におけるリ

ーダーシップの維持を図っている。
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機種番

号

プラス
チック

含有率

（％）

材積削

減率
（％）

従来コ

ンテナ
積載数

（20ft

・pcs）

新コン

テナ積
載数

（20ft

・pcs）

増加数

量
（pcs）

数量増
加率

(20-ft)
(%)

従来コ

ンテナ
積載数

（40ft

・pcs）

新コン

テナ積
載数

（40ft

・pcs）

増加数
量

（40ft

・pcs）

数量増
加率

（40ft）

(%)

1 0.20% 20% 6600 7920 1320 20% 13200 16632 3432 26%

2 0.10% 51% 4320 7776 3456 80% 8640 16200 7560 88%

3 0.12% 33% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

4 0.09% 51% 4320 7776 3456 80% 8640 16200 7560 88%

5 0.37% 13% 2016 2592 576 29% 4032 5148 1116 28%

6 0.03% 29% 6732 9900 3168 47% 14256 20196 5940 42%

7 0.08% 26% 6480 8640 2160 33% 14400 18720 4320 30%

8 0.15% 15% 5040 6720 1680 33% 10584 14112 3528 33%

9 0.13% 33% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

10 0.12% 33% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

11 0.13% 20% 6600 7920 1320 20% 13200 16632 3432 26%

12 0.13% 36% 3456 5280 1824 53% 6426 9702 3276 51%

13 0.12% 29% 4752 6138 1386 29% 10098 13338 3240 32%

14 0.13% 29% 4752 6138 1386 29% 10098 13338 3240 32%

15 0.13% 33% 5040 6720 1680 33% 10584 14112 3528 33%

16 0.13% 57% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

17 0.13% 33% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

18 0.09% 33% 4788 7497 2709 57% 10080 14994 4914 49%

20 0.01% 60% 5760 14400 8640 150% 11520 30720 19200 167%

0.13% 35.22% 54.23% 53.74%

グリーン包装

既存設備を活用したプラスチック削減型の包装により、使用資材を削減し、生産効率を向上させるとともに、

資源消費およびCO₂排出を低減している。

✅ 包装資材：カテゴリを6種類から4種類へ集約し、機種間で共通包装を採用している。

グリーン包装機種詳細一覧表 43



シンプル設計 ― 超音波溶着

超音波溶着を採用してねじ締結を置き換えることで、組立工程を簡素化し、部品点数とコストを削減
するとともに、小型で高性能かつ環境負荷の低い製品を実現している。

2024年グリーン設計

小型化：約40％のベゼル／エッジ幅
削減により、よりコンパクトな製品
を実現している。

上下ハウジングの固定に用いていた
ねじを超音波溶着に置き換えること
で、締結部品と必要スペースを削減
し、コスト低減と工程の簡素化、さ
らには生産スループットの向上を実
現している。

✅ 

✅ 

設計最適化 — ねじ本数の削減
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追加のねじを必要としない高強度な
接合部により、製品全体の品質と耐
久性が向上し、長期的な緩みや摩耗
リスクの低減につながっている。

位置決め／補強ボスと超音波溶着を
組み合わせることで、構造強度と剛
性・安定性を高めている。

全社的なCIP（継続的改善活動）により製
造プロセスを標準化し、設計・コスト・生
産効率の向上を図っている。

FMEAおよびDOEを通じてばらつきを低
減し、リスクの早期検知と対策につな
げている。

スマートファクトリー化とAIの活用に
よって不良の未然防止と工程フローの
最適化を実現している。

インセンティブ制度や年次発表会によ
り、「品質第一」の企業文化を定着・強
化している。

✅ 

✅ 

✅ 

✅ 

✅ 

✅ 

構造補強

エコデザインにより使用資材と生産活動に伴う環境負荷を削減し、今後も技術をさらに発展させるこ
とで、グリーントランジションを一層加速させていく。

🌱  サステナビリティ――グリーン製品の未来

製造および品質サービス

2.2 イノベーション力

当社はTQM（総合的品質管理）を基盤として、
高品質な製品とサービスを提供している。IATF
16949に基づき、QCDS（品質・コスト・納
期・サービス）の目標値を設定し、顧客満足度
の継続的な向上に取り組んでいる。

スマート製造と品質マネジメント
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統合プラットフォーム：ハードウェアとソフト

ウェアの連携を強化し、開発・生産効率を向上

させた。

従来型の品質検査に代えて、先回りのデジタル

モニタリングを導入している。

定期検証：ESD保護システムがS20.20の要求事

項を満たしているか定期的に確認している。

AOI画像検査：歩留まりを向上させ、不良

および検査ミスを低減した。

ユーザー中心の機能センターを整備し、品

質保証とスマート製造における競争力を確

保している。

機器の校正：試験装置の適切な校正を維持

し、最適な試験環境を確保している。

 1️⃣

 1️⃣

 1️⃣

2️⃣ 

2️⃣ 

2️⃣ 

主要技術の最適化（2022年の成果）

デジタル品質管理

静電気放電（ESD）保護と品質保証

AIスマートファクトリーとデジタルトランスフォーメーション

IATF 16949に基づき、FMEAによるリスク評価とDOEによる試験条件の最適化を進めることで、品質とコス

ト効率の双方を改善した。

これらの管理により、高い製品信頼性と顧客満足を維持するとともに、品質面および競争力の優位性を支

えている。

生産全体でANSI/ESD S20.20に適合したESD管理を実施している。

2021年以降、AIオフィスが中心となってスマート製造を推進し、IoT・AI・機械学習（ML）を統合するこ

とでデジタルトランスフォーメーションを加速し、自動化レベルの向上と投資コストの削減を図ってい

る。同時に、生産マネジメントの見える化と自動省エネ制御により、生産効率を高めるとともに環境負荷

の低減にも取り組んでいる。

当社は、生産ラインを標準化されたユニットにモジュール化し、製品ごとに柔軟に再構成できるようにす

ることで、自動化への適応性を高めるとともに、設備投資（CAPEX）リスクを低減している。

MES生産レポート/DTD/マシンネットワーク リアルタイム生産データ表示 システム監視

意思決定ダッシュボード 戦況ダッシュボード バーコード管理作業

AIデシジョンファクトリー

46



47



通信領域の研究開発と特許取得を推進し、新任R&D人材には（ファームウェア／ソフトウェア等の）年次

必修研修を課して基盤力を強化する。

インテリジェント製造

新入社員研修では、

権利侵害の防止、コ

ンプライアンス、権

利保護および主要な

管理項目について学

習し、理解を徹底し

ている。

営業秘密および知的財

産に関する戦略を策定

し、機密情報の保護と

適切な管理を行ってい

る。

サプライヤーのサステ

ナビリティ遵守を確保

するため、RBA要件に
関する定期的なセミナ

ーを開催している。

従業員、サプライヤー

および顧客と秘密保持

契約（NDA）を締結
し、機微情報の保護を

図っている。

サプライヤーに対

し、RBAおよび国際
的なサステナビリテ

ィ基準を順守するこ

とを約束させてい

る。

緩和策

教育・意識向上

従業員教育 管理方針サプライヤー管理 秘密保持契約
サプライヤー行動

規範

実行・管理
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従業員教育として、知的

財産関連法令および社内

手順を定期的に見直し、

必要に応じて規程や運用

を修正することで、常に

最新のコンプライアンス

水準を満たすようにして

いる。

適法なライセンス取得と

リスク管理として、知的

財産権はライセンス契約

または権利譲渡によって

取得し、侵害リスクのお

それが認められた場合に

は、直ちにその利用を中

止することでリスクを抑

制している。

リスク対応においては、

事案の重大性に応じた比

例的な措置を講じ、会社

または顧客の信用・評判

に影響を及ぼすおそれが

ある場合には、関係当局

への報告や法的措置への

付託を検討・実施する。

継続的改善

法令レビュー

従業員研修
合法的なライセンスと

リスク管理
リスク対応

是正措置
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リーン生産
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2024年調査結果

対象範囲
支出額の60％以上を占

めるサプライヤー26社

ISO 14001/45001 8社が認証取得

サステナビリティ報告書 42.3％が発行済み

カーボンインベントリ 50％が算定完了

サプライヤーサステナビリティ調査

当社は「サステナビリティ管理アンケート」を用

いて、サプライヤーにおけるサステナビリティお

よび脱炭素の取り組み状況・進捗を把握し、今後

の排出削減計画や改善施策の検討に役立ててい

る。

サプライヤーのサステナビリ
ティ管理と脱炭素

2.3 サプライチェーン管理
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カテゴリーA —— 構内常駐型の委託業者：廃棄物
処理、人材派遣、清掃、給食・ケータリング、
警備など。

対象範囲：第1階層サプライヤー113社を監査
（カテゴリーA：55社、カテゴリーB：58社）。

オンサイト：RBAチームが少なくとも隔年で現地
監査を実施し、指摘事項は是正完了まで継続的
にトラッキングする。
海外拠点：RBA要件への適合状況を確認するた
め、書面／リモートによる監査を実施する。

カテゴリーB —— 短期または専門サービ
ス：電気／配管工事、空調（HVAC）、オフ
ィス修繕、検査・認証、コンサルティング
など。

是 正 フ ォ ロ ー ア ッ プ ： 是 正 予 防 措 置
（CAPA）はRBAチームが主体となって管理
し、「RBAサプライヤー選定・

最終報告書：労務・安全衛生・環境・倫理
およびマネジメントシステムを網羅的に評
価し、サプライチェーン全体のコンプライ
アンスを確認する。

✅

✅

✅

✅

✅

✅

✅

 サプライヤーリスクの分類と監査

 2024年RBA監査結果

監査メカニズム

労働・環境・マネジメントシステムのリスク水準に基づき、サプライヤーを分類して管理している。

評価手順」に基づき、資材・調達部門が実施状況をモニタリングすることで、コンプライアンス水準の継
続的な向上を図っている。
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RBA サプライヤー管理・選定評価メカニズム
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リーン生産

サプライヤー・グリーンサプライチェーン：2024年には、RBAに基づくサプライヤーの選定・評価を徹底

し、サプライヤーには規制物質管理手順の遵守と、国際規制への適合を証明する第三者試験報告書の提出を

求めている。

不使用宣言書：サプライヤーは、製品・部品・包装材がRoHSに適合していることを宣言している。

✅

✅

当社は、グリーンマネジメントおよび源流管理を取り入れることで、プロセス・設計・含有物質の管理が

各種基準に適合し、サステナビリティの向上につながるようにしている。
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受入管理：入庫時に有害物質検査を実施し、不

適合が確認されたサプライヤーには、予防措置

を含む8D報告書の提出を求めている。

2024年の構成比：台湾拠点サプライヤー

70％、その他アジア・欧州・米国サプライ

ヤー30％。

紛争鉱物管理：OECDデュー・ディリジェンス・ガ

イダンスに整合した3TGトレーサビリティ管理を行

い、サプライチェーン全体の適合性を確保してい

る。

2024：1社のサプライヤーがリターナブル容器を採用し、ワンウェイ包装材の削減を図った。

生 産 部 品 監 査 ： 重 要 部 品 に つ い て PPAP

（生産部品承認プロセス）を実施し、環境

規制に適合した仕様・品質を確保すること

で、廃棄ロスや社会的コストの削減につな

げている。

地域の成長を促進しつつ、サプライチェー

ンの効率性と環境責任のバランスを図って

いる。

サプライヤー調査と対応：

CMRT（Conflict Minerals Reporting Template）

を用いて調査・評価を実施している。

紛争地域由来である可能性が確認された場合は、

当該供給源からの調達を中止し、新たな調達先に

関する証拠を提示するとともに、是正計画を実施

させる。

サプライヤーには、「責任ある鉱物調達コミット

メント」への署名を求めている。

✅

✅

✅

✅

✅

✅

✅

受入検査と環境基準

ローカル調達とサステナビリティ

供給源トレーサビリティと要求事項

グリーン調達の実施

輸送に伴う排出削減と地域経済の支援を目的として、地元サプライヤーを優先的に採用している。

当社は、紛争鉱物に関する責任ある調達方針を運用し

ており、3TG（錫・タンタル・タングステン・金）に

ついて、紛争地域や人権侵害のおそれのある供給源に

由来しないことを求めている。また、コンプライアン

ス確保と調達最適化のため、関連システムを毎年見直

し・改善している。

30%
その他アジアおよび欧州／

米国

2024年の調達構成

70%
台湾拠点サプライヤー

紛争鉱物
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対象サプライヤー226社に対して調査を実施し、

そのうち82社が「責任ある鉱物調達コミットメ

ント」に署名した。

規制物質管理手順を運用することで、関連

法規への適合を確保し、生態系への影響を

低減するとともに、顧客ニーズへの対応を

図っている。

✅ ✅

2024年の情報開示

主要原材料の管理

サプライヤー・デジタル管理システム

 調達 安全衛生レビュ
ー

サプライヤー現
地作業

価格や保守条件
だけでなく、人
員および資産に
リスクを生じさ
せないことを前
提として実施す

る。

安全衛生に関す
る法令遵守状況
と、契約内容の
適合性を確認す

る。

請負業者管理規
定に基づき、設
置および試験を
実施し、安全を
確保する。

コンプライアンス：リスク管理プロセスに労務・環

境・安全衛生の要素を組み込み、高リスクサプライ

ヤーを早期に把握できる仕組みを構築している。

サプライヤー評価：評価結果を改善活動や

リスク低減に活用し、持続可能なパートナ

ーシップの構築につなげている。

✅ ✅

当社は、調達において生産・サービス・オペレーションの観点に加え、社会的責任およびレピュテーショ

ンリスクも総合的に勘案している。

単一クラウドポータル：情報を一元化し、

コラボレーションと業務効率を向上させて

いる。

サプライヤー管理：新規サプライヤーには

「社会的責任・誠信コミットメント」をア

ップロードさせ、コンプライアンスの確保

を図っている。

サステナビリティ：GPMを通じてCSRを推

進し、サプライヤーとともに持続可能なサ

プライチェーンを共創している。

✅ ✅

✅

デジタルサプライチェーンとグリーンマネジメント

当社はデジタルプラットフォームを統合し、GPM（https://www.ezgpm.net/）を構築することで、デジタ

ルトランスフォーメーションとサステナビリティの推進を支援している。
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サプライヤーパートナーシップ

当社はデジタルプラットフォームを統合し、

GPM（https://www.ezgpm.net/）を構築するこ

とで、デジタルトランスフォーメーションとサス

テナビリティの推進を支援している。

2024年GPMサプライヤーカンファレンス

2.4 顧客関係
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執行委員会 DCC

品質システムグルー

プ

エグゼクティ

ブ・セクレタリ

ー

ISM委員会

委員長：羅凱南　総経理

情報セキュリティ召集人：DICマネージャー

監査委員会グループ

推進グループ（台湾）

推進グループ（東莞）

情報セキュリティ・ガバ

ナンスチーム

リスクマネジメントチー

ム

デジタル・レジリエン

スグループ

緊急対応

顧客満足度

内部／外部監査：QMSおよび関連文書の有

効性・妥当性を検証している。

設備・試験室：設備の保守および試験機器

の定期校正を行い、試験結果の信頼性を確

保している。

顧客フィードバック：不具合の根本原因を

分析し、是正措置を実施するとともに、タ

イムリーで透明性の高い情報提供を行って

いる。

✅ ✅

✅

品質保証および管理

当社はTQM（総合的品質管理）を実践し、厳格な管理体制のもとで高い品質を維持している。

ISM委員会組織図
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マルチチャネルでのフィードバック収集：検

査、打ち合わせ、メール、CSAT（顧客満足度調

査）などを通じて、価格、リードタイム、品

質、サービス、ESG、競争力に関する評価・意見

を収集している。

サプライヤーレビュー：顧客によるサプライヤ

ー評価にも参画し、その結果を踏まえて製品・

サービス戦略を見直している。

2024年CSAT：目標91％に対し、実績91％を達成した。パートナーシップ／サービス面および受注処

理において高い評価を得ており、ギャップが認められた項目には即時の是正措置を講じることで、継

続的な改善につなげている。

専任窓口の設置：週次～四半期単位で定期

的なコミュニケーションを行い、顧客ニー

ズをリアルタイムに把握している。

✅

✅

📌 

✅

顧客満足度向上のための戦略

2021 2022 2023 2024
0

20

40

60

80

100

目標(%)

実績(%)

82.00% 82.00% 91.00% 91.00%86.25% 89.60% 93.00% 91.00%

自動車分野における顧客満足度の推移
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03 環境責任‌

3.1 環境戦略 3.3 資源の有効利用と保全

3.2 気候変動
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3.1 環境戦略

65



66



グリーンビルディングの推進

これらの取り組みにより、当社の環境フット

プリントの削減を図るとともに、サステナビ

リティへのコミットメントを一層強化し、競

争力およびブランド価値の向上へとつなげて

います。2021年以降に計画する新工場につい

ては、省エネルギー・カーボン削減・環境配

慮型の操業をコンセプトとし、低炭素・リサ

イクル可能な建材の採用、効率的なレイアウ

ト設計、高度な制御システムの導入、断熱性

能および空調設備（HVAC）の改善、さらには

太陽光発電設備の設置を進めています。ま

た、環境認証を受けた地場サプライヤーから

の調達を優先することで、輸送に伴う排出量

の削減にも取り組んでいます。

これらの取り組みにより、当社の環境フット

プリントの削減を図るとともに、サステナビ

リティへのコミットメントを一層強化し、競

争力およびブランド価値の向上へとつなげて

います。

2021年以降に計画する新工場については、省エネ

ルギー・カーボン削減・環境配慮型の操業をコン

セプトとし、低炭素・リサイクル可能な建材の採

用、効率的なレイアウト設計、高度な制御システ

ムの導入、断熱性能および空調設備（HVAC）の改

善、さらには太陽光発電設備の設置を進めていま

す。また、環境認証を受けた地場サプライヤーか

らの調達を優先することで、輸送に伴う排出量の

削減にも取り組んでいます。

総経理が委員長を務めるCSR委員

会が、気候関連リスクおよび機

会、ならびに関連方針を統括して

います。気候変動、GHG、エネル

ギー、水資源などを対象とした7

つのサステナビリティワークスト

リームがモニタリングと報告を担

い、その結果は毎年6月発行のCSR

レポートに反映され、取締役会で

のレビューを経て社外へ開示され

ています。

気候変動は異常気象を一層深刻化させ、事業運営や設備資産、そして従業員の健康にまで影響を及ぼし

ています。当社はこれらのリスクに対応するため、リスクマネジメントを強化し、事業のレジリエンス

向上に取り組んでいます。

3.2 気候変動

TCFD

委員長

執行責任者

TCFD

チームリーダ
ー

サステナブル
環境チームリ
ーダー

コーポレート
ガバナンスチ
ームリーダー

羅凱南
総経理室
総経理

湯元佑
サステナビリティ推
進部 マネージャー

財務統制リスクプ
ロジェクト

王智美
従業員福利委員会
主任委員

羅仲堯
サプライチェー
ンセンター
副総経理

王智美
運営管理処
副総経理

気 候 変 動 委 員 会 の
体 制

ガバナンスとアカウンタビリティ
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2025 2031
エネルギー＆カーボン：

 エネルギー効率をさらに高
め、再生可能エネルギー利用

を拡大しつつ、カーボンフッ

トプリントの算定と削減計画

を継続的に推進します。

サプライチェーン：

 サプライチェーン全体の気
候リスクを可視化し、主要サ

プライヤーとの協働を通じて

レジリエンスと低炭素化を進

めます。

技術：

 環境効率を高める技術や新
素材・新設計への投資を行

い、政府系の研究開発プロジ

ェクトにも参画して技術力と

環境性能を両立させます。

情報開示・イニシアチブ：

 TCFDに基づく開示を進める
とともに、RE100やSBTi、
2050年ネットゼロに向けた
取り組みとロードマップを段

階的に具体化していきます。

2028
グリーンビル＆エネルギー（機

会）：

 台湾のグリーンビルディン
グ／LEED認証を視野に入れ
つつ、太陽光発電と蓄電設

備を導入し、カーボン排出

と電力コストの削減を進め

ます。

サステナブルサプライチェーン

（リスク）：

 環境・労働・反腐敗などブ
ランドごとのESG要件に対
応する体制を整え、サプラ

イチェーン全体のリスク管

理を強化します。

規制対応（リスク）：

 再生可能エネルギー設備の
導入やT-RECの調達、賦課
金の支払いなどを通じて、

関連法規へのコンプライア

ンスを確保します。

プロセス（機会）：

 サステナビリティ、AI、デ
ジタル変革の組織を設置

し、スマート製造に関する

補助金も活用しながら、業

務プロセスの高度化を図り

ます。

2035
2030年までに2005年比20％
削減というNDC目標を踏ま
え、再エネ比率や電力料金の

動向をモニタリングし、中期

的な対応方針を策定します。

製品（機会）：

 低炭素型・高機能・先進
製品のラインアップを拡

充し、グリーンデザイン

の研究開発を強化するこ

とで、環境配慮型製品を

拡大します。

≤3 年 6–10 年3–6 年

当社は専門性の向上と環境保全の両立を掲げ、グリーンなプロセスと製品の開発、ムダのない資源利

用、環境配慮型素材および再生可能エネルギーの活用を推進しています。建物、エネルギー、調達、

サプライチェーン、プロセス、製品、排出量にまたがる「グリーンネットワーク」を構築し、持続可

能な成長の実現につなげています。

気候リスク／機会評価

サステナビリティ戦略
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当社はISO 14001に基づき、気候関連のリスクおよび機会の特定プロセスを組み込んでおり、R&D、エネル

ギー、EHS、サステナビリティの各担当部門が毎年評価を行い、事業運営への影響を把握しています。

TCFDの枠組みに沿って、規制・市場・評判などに関わる移行リスクと、慢性的・急性的な物理的リスクを

評価し、そのうち想定影響額が新台湾ドル1,000万元を超えるものを、企業レベルの重要リスクとして位置

づけています。

気候リスクの特定

✅主要リスクの管理

重要リスクと判断された項目については、リスクの

除去・低減・分散といった対応方針を定め、指標と

実行計画を明確に設定します。これらの計画は定期

的な監督・レビューの対象とするとともに、ISO

14001に基づく環境マネジメントシステム（EMS）

に組み込むことで、全社的かつ一貫した管理とコン

トロールを確保しています。

✅シナリオ分析戦略

当社は、各国のNDC目標およびIPCCのRCPシ

ナリオを活用し、事業運営面および物理的側

面への影響を評価しています。台湾の2030年

NDC（2005年比20％削減）と、エネルギー・

産業・輸送など各分野で見込まれる政策転換

を前提条件とし、気候変動への対応戦略を検

討しています。また、TCCIPのデータを用い

て4つのRCPシナリオをモデル化し、気温と降

水量の最悪ケースの変化を把握しています。
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検討の網羅性を確保するため、影響度が相対的に低い移行リスクとその緩和策（表1）に加え、物理的リス

クおよび気候関連のビジネス機会（表2〜3）についても開示しています。
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JEBSEEは工場からの排出

量について毎年監査を実施

し、その結果を企業の社会

的責任レポートの環境セク

ションにおいて報告してい

ます。

当社は2022年以降、除外項目のない完全なGHGインベント

リを実施しています。次サイクルからは、寄与率0.5％未満

の排出源については基準年データに基づいて推計し、それ

らの合計寄与率が5％以下となるよう管理します。ISO

14064-1:2018に準拠し、スコープ1・2および選定したスコ

ープ3（例：従業員通勤）を対象に、7種類すべての温室効

果ガスをカバーしています。境界設定はオペレーショナ

ル・コントロール方式とし、支店や非生産拠点も含めてい

ます。2024年以降は、サステナビリティ部門がカーボン排

出情報システムを運用しています。

毎年のレビューにより、製品当たりの用水

量・電力使用量・蒸気使用量について、そ

れぞれの目標値を設定します。

用水量削減（−1％）：2024年の単位当たり用水

実績と、2022年に設定した目標値×0.95（ト

ン／ユニット）のいずれか厳しい方を採用し

ます。

電力削減（−1％）：2024年の単位当たり電

力使用実績と、2022年に設定した目標値

×0.99（kWh／ユニット）のいずれか厳し

い方を採用します。

🔶 その他の目標

指標と目標

温室効果ガスインベントリ

1️⃣

2️⃣

3️⃣

温室効果ガス（GHG）マネジメント

台湾工場：スコープ1 19.2605 tCO₂e（表

2）、スコープ2 2,705.2317 tCO₂e（表3）、

スコープ3 754.4083 tCO₂e（表3）。

中国工場：スコープ1 666.7285147 tCO₂e。

すべてのデータはISO 14064-1に準拠して第

三者検証を受けており、その正確性と信頼

性が確認されています。

➡️

➡️

✅
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Scope 2（約78％）が排出全体の大半を占

めるため、省エネルギー対策と再生可能エ

ネルギー導入（3.2.3節参照）を優先してい

ます。電力需要の増加を踏まえ、2024年か

らは排出原単位を指標として採用しまし

た。2022年を基準年とし、スコープ1は

19.2605 tCO₂e 、 ス コ ー プ 2 は 2,705.2317

tCO₂eとして算定しており、これらの数値

をもとに再エネ導入計画を検討していま

す。

当社は再生可能エネルギーを脱炭素化の核

となる戦略として位置づけています。2022

年より新楽工場と新仁工場に太陽光発電設

備を導入し、2023年末に建設を完了、2024

年末に全面稼働させ、再生可能エネルギー

の利用を強化します。

持続可能性へのコミットメントを示すた

め、2025年にRE100への加盟を申請する計

画であり、2040年までに再生可能エネルギ

ー100%達成を目標としています。これは

国際的な潮流に対応するだけでなく、エネ

ルギー安全保障と費用対効果も考慮し、環

境保護と持続可能な開発における当社の積

極的な行動とリーダーシップを示していま

す。

2050年ネットゼロ目標を支えるため、SBTi

に整合した削減目標を設定しています。

温室効果ガス削減

再生可能エネルギー：RE100達成目標

Science Based Targets initiative（SBTi）の目標

2024年の電力使用量：2022年比−10％。✅

2025年：TRIPsカーボン温度指数への参加

を計画。

2030年までに：国際基準との整合を図りつ

つ低炭素移行を加速するため、SBTiに沿っ

たスコープ3の削減目標を策定します。

📌 

📌 

エネルギー管理
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極端気象が激化する中、気候変動リスクと

機会は企業運営の重要な課題となっていま

す。当社は、脱炭素、廃棄物削減、資源再

利用、水管理を含む環境目標を積極的に設

定し、再生可能エネルギーの導入、省エネ

ルギー・廃棄物削減プロジェクト、グリー

ン製品への転換、従業員の環境教育などの

施策を通じて、気候変動への対応能力を強

化し、持続可能な開発戦略を実行していま

す。

製品設計、生産プロセス、エネルギー

効率の継続的な最適化に加え、各拠点

で毎月の電力監視、設備の更新、配管

の改善、多様な省エネルギー計画の推

進などを実行。

2024年にはISO 50001エネルギー管理

シ ス テ ム を 導 入 し 、 照 明 、 排 気 、 空

調、圧縮空気システムに関する改善計

画を策定。

具体的な成果:  空気圧縮機では、2024

年の単位生産能力あたりの電力消費量

が2023年比で5%削減（SL/SR）。

組織的な管理体制 省エネルギー管理と実績

大気汚染防止

75



3.3 資源と保全

当社が使用する水はすべて自来水であり、地域社会の他の水資源に影響を与えていません。廃水は地域の

専門処理場へ導かれ、厳格な水質基準に適合しているため、共有水資源に悪影響を与えることはありませ

ん。

共有水資源への影響
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回収施設の設置: 紙、プラスチック、金属などの資源を回収するための施設を設置。

資源転換の推進: 廃棄物の回収と処理の比率を5:5から8:2へ向上させ、資源利用効率と経済効果を向

上。

企業の社会的責任: 環境保護、資源節約、経済的利益の向上を通じ、企業の社会的責任を重視する姿

勢を体現

具体的な資源化の取り組み
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項目 単位：トン tCO₂e

D-1801 16.25 5.85

D-0299 0.21 0.0756

D-0899 0 0

D-0699 0.22 0.079

E-0217 2.38 0.8568

E-0221 4.71 1.6956

E-0222 0.06 0.021

D-2601 0.18 0.0648

2024年の廃棄物再利用に伴う排出量は8.6428 tCO₂eであ

り、スコープ3カテゴリー4の1.44％、総排出量の0.23％

にとどまっており、影響は限定的です。今後も、プロセ

スおよび使用材料の最適化、エコデザインの推進、リサ

イクル／再利用の拡大を通じて廃棄物削減とグリーン製

品の採用を進め、資源効率を高めるとともに、環境フッ

トプリントおよびコストの低減を図り、サステナビリテ

ィ目標に向けた競争力強化につなげていきます。

ISO 14001 認 証 を 取 得 し た 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム

（EMS）により、環境負荷の低減と法令順守を徹底し、

環境関連の違反リスクを抑制しています。業務効率の向

上や廃棄物・資源使用量の削減は、当社の環境パフォー

マンスを高めると同時に、ステークホルダーからの信頼

強化にも寄与しています。さらに、定期的な監査と目標

の見直しを通じて継続的改善を実証し、競争力の一層の

向上を図っています。

廃棄物の処理・再利用を委託する事業者に対しては、毎

年、書面および現地での監査を実施し、輸送・保管・安

全対策・トレーサビリティなどの管理状況を確認してい

ます。その結果に基づき委託先をランク付けし、法令・

契約要件を満たす事業者のみと取引を継続するととも

に、是正が必要な場合には迅速な対応を求めています。

これにより、廃棄物マネジメントの水準を高めると同時

に、環境責任の遂行と継続的改善への姿勢を明確にして

います。

廃棄物調査

環境マネジメントシステム

廃棄物処理委託先の管理

グリーンビルディングの推進

当社は環境法令および各種コミットメントを確実に順守するとともに、サステナビリティの考え方を全社

に浸透させ、継続的な改善に取り組んでいます。これにより企業としての評価や信頼を高めつつ、社会

的・環境的な正のインパクトを拡大し、長期的な成長と企業価値の向上を支える基盤を強化しています。

79



04 働きや‌
すい職場‌

4.1

4.4

人権の尊重 4.2

4.5

人材の登用・配置

給与・福利厚生

労働安全衛生

4.3 人材育成と研修
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4.1 人権の尊重

人権方針 人権管理

JEBSEEの労働政策

当社は毎年、国際的な動向、RBA行動規範、

およびステークホルダーの期待に基づき、人

権リスクの識別を実施し、対応する管理措置

を講じています。2024年に識別された中・高

リスクの人権項目と管理措置は以下の通りで

す。

《児童救済・未成年労働者および女性従業員

保護作業手順》を策定し、全従業員が安全か

つ公正な環境下で働けるよう保証。

労働時間を自動監視し、異常時には直ちに管

理者に通知。毎月「労働時間異常レポート」

を発行し、過労防止と労働権益を確保。

管理職の労働法規と労働時間管理に対する理

解を深め、管理の透明性と従業員満足度を向

上。労働基準への適合を保証。

児童労働者と女性従業員の保護

SCS Cloud 労働時間管理システム

定期的な座談会と労使会議

当社は、公正で安全な職場環境の構築に尽力

し、サプライチェーンおよび業界全体と協力

して人権管理基準の向上を促進し、持続可能

な発展を推進します。

持続的な社会的責任の推進
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1 2 3 4

ステークホルダ
ーの特定

リスク評価

影響を受ける関係者

を特定し、その権利

保護を図る。

影響の重大性と発生

可能性を評価し、優

先的に管理すべき事

項を明確にする。

緩和・補償措置

リスクを低減するた

めの対策を講じ、必

要に応じて補償を実

施する。

継続的改善

管理メカニズムを定

期的に見直し・改善

し、取り組みが継続

的に機能するように

する。
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職場不正行為の防止
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JEBSEE

アイデアボックス（意見箱）社内一体感

アイデアボックス（意

見箱）を設置し、気軽

にフィードバックや提

案を行えるようにする

ことで、すべての声が

反映され、職場環境の

継続的な改善につなが

る仕組みとしていま

す。

JEBSEEでは、ストレ
ス軽減と協働促進を目

的とした社内イベント

を継続的に開催し、チ

ームの結束力と業務効

率の向上を図っていま

す。

活動企画

定期的に従業員とその

家族も参加可能なチー

ムビルディングイベン

トを実施し、交流を深

め、一体感を強化し、

調和のとれた職場風土

の醸成につなげていま

す。

福利厚生委員会歓迎会

従業員のウェルビーイ

ングを優先課題と位置

づけ、福利厚生委員会

が各種活動の企画や福

利制度の充実、従業員

の声の吸い上げを行

い、ワーク・ライフの

質向上と、思いやりの

ある支援的な職場づく

りに取り組んでいま

す。

カジュアルなウェルカ

ムティーを開催し、経

営幹部が当社のビジョ

ンを共有することで、

新入社員が早期に職場

に溶け込みやすい環境

づくりを支援していま

す。

提案改善

提出された提案は、内

容に応じて労使・福利

厚生・労働安全衛生な

どの所管部門に分類・

配分され、プラットフ

ォーム上で進捗を確認

できるようにすること

で、透明性の高いタイ

ムリーな対応を実現し

ています。
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4.2 人材の登用・配置
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3.8%

46~55

>56

従業員構成 在籍従業員の年齢分布図

2021

6.8%

31.5%

4%

39.1%

18.6%

9%

33.8%

34.1%

19.4%

2022

2023

<25

25~35

36~45

5.7%

29.8%

5%

35.3%

24.1%

2024

3.1%

27.9%

6.2%

36.4%

26.4%

人材育成と定着
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JEBSEE歴年の従業員昇進率

2024年 従業員離職率

退職者数
新樂 新仁 合計

直接 間接 直接 間接 直接 間接

<=29

男性 0.00% 0.60% 1.10% 0.20% 1.10% 0.80%

女性 0.00% 0.40% 2.40% 0.90% 2.40% 1.30%

合計 0.00% 0.90% 3.60% 1.10% 3.60% 2.10%

30～49

男性 0.20% 1.90% 5.30% 3.90% 5.50% 5.80%

女性 0.20% 1.30% 7.90% 1.70% 8.10% 3.00%

合計 0.40% 3.20% 13.20% 5.60% 13.50% 8.80%

>=50

男性 0.00% 0.40% 0.00% 0.80% 0.00% 1.10%

女性 0.00% 0.00% 1.30% 0.20% 1.30% 0.20%

合計 0.00% 0.40% 1.30% 0.90% 1.30% 1.30%

合計

男性 0.20% 2.80% 6.40% 4.90% 6.60% 7.70%

女性 0.20% 1.70% 11.70% 2.80% 11.80% 4.50%

合計 0.40% 4.50% 18.00% 7.70% 18.40% 12.20%

備考：従業員離職率（％）＝〔当年度の退職者数 ÷ ｛（期首従業員数＋期末従業員数）／2｝〕×100％
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4.3 人材育成と研修
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方針

需給

目標

規程

統計

採用

給与業

務

業務

任用

退職

昇進

研修

業績報

酬

人事施策 情報分析

日常

年次レビュー

職能開発システム

4.4 給与・福利厚生

報酬と公平性

当社は「人権尊重」と「適材適所」の原則に

基づき、関連する労働法規を厳格に遵守し、

採用プロセスが公開・透明であり、公平な選

考機会を提供しています。採用担当者は定期

的に専門的な訓練を受け、面接スキルと評価

能力を向上させ、公正かつ効率的な採用を保

証しています。

当社は平等の原則を堅持し、性別、年齢、人

種、宗教、政治的立場の違いによる差別をせ

ず、多様性を受け入れる職場環境の実現に尽

力し、従業員と共に未来を築きます。

報酬制度と公平性へのコミットメント 2024年 報酬と基本賃金の比率（全体）
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2024年 従業員数と報酬比率（詳細）

福利とサポート
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ワークライフバランスと職場環境

データによると、当社の育児休業制度は良好な成果を示しています。2024年の復職率は66.7%に達し、特

に男性は100%でした。また、2023年に育児休業後に1年間継続勤務した従業員は62.5%に達し、女性の定

着率はさらに高い（66.7%）結果となりました。

従業員福利委員会

「従業員福利条例」に基づき設

立。労使双方の代表が共同管理

し、収益と福利基金から費用を活

用し、福利厚生の推進と労使の調

和を促進しています。

活動例: スポーツ、文化、技術交流

などのサークル活動を定期的に開

催し、チームワークを強化。
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4.5 労働安全衛生

労働安全衛生マネジメント

当社は、2023年に再認証を受け、

2024年に追跡検証を完了した ISO

45001 職業安全衛生マネジメント

システム に基づき、管理体制を構

築しています。ISO/CASCO適合性

評価委員会の 「ロンドン気候変動

宣言」支持決議に伴い、ISOのハ

イレベル構造(Annex SL)で作成さ

れる 全てのマネジメントシステム

規格に「気候変動」の課題を含め

る必要があり、 当社は、グローバ

ル ト レ ン ド に 合 わ せ 、 工 場 内 の

「職安衛管理マニュアル」を改訂

し、現状の要求事項に適合させて

います。
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労働災害統計 (Occupational Injury Statistics)

職業安全衛生委員会 (OHS Committee)

2024年は、従業員の死亡または職業病の発生はありませんでした。 労働災害は12件発生し（挟まれ・巻き

込まれ、切創、転倒、交通事故など）、 法に基づき合計91日間の労災休暇を与え、再発防止策を講じまし

た。

当社は、「職業安全衛生法」に基づき安全衛生委員会

（安衛会）を設置しています。 総経理を主任委員と

し、部門長、安全衛生および技術者、産業看護師、三

分の一以上の労働者代表 で構成され、四半期に一度、

または必要に応じて開催されます（2024年は4回開

催）。

ISO 45001労働安全衛生マネジメントシステム

年次サーベイランス審査

同意権

労働者代表の4つの法的権利

労働者代表 参加権調査権

審査権
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教育訓練と防災・減災対応 一般在職労働者向け労働安全衛生・危険有害性一般教育訓練

避難用降下器操作訓練

防衛運転および交通

安全訓練

内部監査員養成

研修

化学物質漏洩

対応訓練

心肺蘇生法・AED
講習

従業員教育お
よび職能開発

2024
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休憩活動 (職場環境の提供)

請負業者管理 (Contractor Management)

2024年に「請負業者作業管理規則」を改訂し、施工プロセスにおける安全リスクと影響の予防を強化しま

した。

母性保護マタニティ腕章産業医による健康サービス

授乳室 社内ヘルスサービス
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協力会社管理

協力会社安全衛生協議体制

2024年には「協力会社作業管理手順」を改訂し、入構前に協力会社へ安全衛生管理コミットメントへの署

名（労働安全衛生法令の順守、教育訓練の実施、危険有害性の周知、防護措置の徹底など）を義務づけま

した。6月には出入管理システムとしてFineReportを導入し、9月からはQRコードによるオンラインEHS入

構教育を開始し、15社の協力会社が受講しました。

さらに、着工前ミーティングおよび月次の

協力会社安全衛生協議会を開催し（2024年

は 計 4 回 ）、 構 内 に お い て RBA お よ び ISO

45001／14001に関する大規模な合同教育を

実施しました（参加協力会社4社）。これに

より、ESG方針との整合性を強化しつつ、安

全衛生レベルの底上げを図りました。

協力会社安全衛生協議会の開催
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05‌ ‌
社会への貢献‌

5.1 子どもへの思いやり 5.3 社会的弱者への配慮と支援

5.2 地域・環境への配慮
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5.1 子どもへの思いやり

新興中学校はかつて生徒数3,000人を誇りました
が、現在では全校生徒の半数近くが低中所得者世

帯出身であり、経済的な負担から就学の道は困難

を極めています。彼らは教育を通じて運命を変え

ることを望んでいますが、学校の資源は限られて

います。

実験台は単なる学習ツールではなく、子供たちが

科学を探求し、夢を追いかけるための架け橋とな

ります。皆様の支援は、物質的な資源提供に留ま

らず、精神的な励ましとなり、子供たちの未来へ

の希望を灯します。

新 興 中 学 校 へ の 支 援
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5.2 地域・環境への配慮

持続可能な耕作、幸福Go Go Go

当社のパートナーは、地元の農家と
共に有機稲作の田んぼに入り、持続
可能な未来と社会的責任への確固た
るコミットメントを示しています。
2024年には、環境に優しい耕作と社
会貢献を組み合わせた活動を実施し
ました。

🌾ICHI米契約栽培成果発表会 🌱グリーンサプライチェーンの深化

台南市下営区で、幹部が稲刈りや精米を体験

し、伝統農業の価値と土地からの恵みを実感し

ました。

契約栽培モデルを通じ、一粒一粒の米に環境保護理

念と食の安全を組み込み、持続可能な発展を実現し

ます。

生態環境の改善
生息地の微調整、マングローブの
管理、およびモニタリング技術の

最適化。

エコフレンドリーな養殖
地元業者と協力し、生態系保護と
経済活動が共存する養殖池を推

進。

環境教育の普及
湿地学校プログラムやエコツアー
を通じた、次世代への環境意識の

啓発。
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豊作となった有機米を、愛の種として必要とする場所

へ届けます。地元の学校や社会的弱者グループに有機

米を寄贈し、社会的に脆弱な人々に温かい食事と希望

を提供します。

環境に優しい方法で耕作し、土地の復元を推進。

企業と地域社会の感情的な繋がりの証として記

録。

有機米の香り・愛の伝達 Go
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5.3 社会的弱者への配慮と支援

当社はASUS教育文化基金会と協力し、再利用可能な
パソコンやプロジェクターを寄贈しました。「再生パ

ソコン希望プロジェクト」に賛同し、デジタルデバイ

ドの解消に貢献します。

環境永続: 電子機器のライフサイクルを延長し、電
子廃棄物を削減。

社会影響: 弱者グループのデジタルリテラシーを向
上させ、教育資源の格差を縮小。

再生パソコン希望プロジェクト
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